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【論文要旨】
　WTO加盟後における中国経済のグローバル化は急速に進展しており，経済活動の一翼を担って
きた国有企業はそれに対応し得る企業経営，人事制度の改革を迫られている。本稿は，国有企業の
人事管理に焦点をあて，その現状と課題，そして今後の方向性を展望した。国有企業は株式化改組
を行い，組織構造，経営システムの転換を推進しつつある。それらの取り組みと同時に，旧来の人
事管理を社会環境に対応して改革すべきニーズが顕在化している。経営環境が大きく変化しつつあ
る過程においての国有企業の人事管理は個々人が能力を最大限に発揮できる労働の場を創造するこ
とを目的にし，個別企業における一人ひとりの労働者の職務遂行能力を発見・開発するための制度
の構築，かつ労働者の能力を有効に活用することによって労働効率を高めるという真の能力主義管
理を導入しなければならないと思われる。さらに人事管理から人的資源管理へ経営体における労働
力に対する思想が転換しつつある国際的な潮流に対応し得る経営者，管理老の育成は必要不可欠で
あり，本稿において，経営者，管理者はリーダーシップを発揮し，人的資源の有効活用，管理を展
開していく重要性に論及した。
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おわりに
はじめに
　21世紀初頭の世界の国々は，20世紀に構築した政治経済体制，産業構造，社会構造を，グロー
バリゼーション，情報社会に対応し得る構造へと転換すべく取り組んでいる。しかし，個別企業の
構造転換は，決して容易に達成できるものではなく，それへの対応を求められる企業，経営者，労
働者は新たな環境へ対応するための努力が求められている1）。
　社会主義経済体制下の中国は1978年に改革・開放政策を導入し，2001年のWTO加盟，その後
の市場開放，グローバリゼーショソの進展は国有企業に大きな影響を与えており，国有企業の経営
構造転換，改革を進めねばならぬ状況を明確にしている。先行研究では，国有企業の人事管理の改
革・開放政策前と改革・開放政策後の状況を整理するとともに，人事管理の特徴と改革への取り組
みを通じて，改革前と改革後の制度が並存し，改革の過渡期にあることを明らかにした。以上を踏
まえて，本稿においては，市場開放，グローバリゼーショソが国有企業体における人事管理にどの
ような影響を与えているかを分析し，その人事管理の現状と課題そして今後の方向性を展望した。
　1．では，国有企業の改革と企業経営の現状について分析する。具体的には，市場経済化政策の
導入により，国有企業は株式化制度を導入することになった。それにともない，法人管理制度の確
立，国有企業に対する監督・管理メカニズムの構築等「現代企業制度」の確立と整備に取り組むこ
とになった。そこで，株式化の導入が国有企業の経営システムにもたらした変化を分析し，その現
状について整理すると同時に，グローバリゼーショソ，市場開放，従業員の価値観等の経営活動に
影響を与える環境要因について確認し，それを踏まえて，国有企業の経営上の課題を明らかにする。
　2．では，グローバリゼーションの進展は国有企業の経営システムに影響を与えているのみなら
ず，それに対応し得る人事管理制度の改革が求められている。これらをふまえて人事管理の取り組
みと新たな問題について考察する。まず改革・開放政策後，国有企業は人事管理の改革に取り組
み，「能力主義管理」に基づく人事管理理念を基盤にした制度導入の変化がみられたものの，市場
経済化，グローバリゼーションの進展等の経営環境の変化は，さらに人事管理システム見直しのニ
ーズを発生させる要因になっている。ここでは，グローバル化，企業改革等が旧来の人事管理制度
に及ぼした影響について触れることにする。
　3．では，企業活動の国際化，グローバル化に対応し得る人事管理制度を構築するにあたって
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は，人事管理から人的資源管理へどのように取り組んで行くべきか，その方向性を明らかにする。
まず人事管理の現状と新たな問題に対応して，能力主義管理と経営者・管理者の育成が必要不可欠
であることについて分析する。そして，グローバル化に対応する個別企業の人事管理制度の改革へ
の取り組みについて，経営環境，従業員の価値観・意識等を踏まえて，人的資源管理システムを構
築しなければならない方向性を考察する。
1．WTO加盟後の中国国有企業と企業経営の課題
（1）WTO加盟後の国有企業の改革
①国有企業の改革
　2001年11月に中国はWTO加盟を実現し，　WTO加盟国の一員として，国際基準に準拠した行
動をすることになった。それと同時に中国は市場開放，グローバリゼーションを一層推し進めるこ
とになり，中国にとっては，新たな時期を迎えることになった。
　1992年「社会主義市場経済」体制下の経済政策が打ち出されて以降，国有企業の改革が加速し
たが，その後市場経済化が高まるとともに，外資系企業，民営企業が急速に発展し，中国国内にお
ける企業間競争はますます激しくなった。国有企業は従来経験したことのない熾烈な競争に直面
し，大多数の企業は競争優位を失い，市場からの敗退を余儀なくされた。そこで，国有企業は株式
化制度の導入をはじめた。
　1980年代の中国は，市場全体が物不足的な状況にあった。その後の高い経済成長を通じて，極
端な物不足は1990年の初め頃までに解消したが，企業は徐々に物が売れなくなってきた。国有企
業は1980年から1995年までに業績を伸ばしたが，その後業績が本格的に悪化し，特に競争力のな
い中小企業は窮地に陥り，減少する一方であった。例えば，鉱工業分野における国有企業数は，改
革・開放政策初期には8万4000社であったが，1995年の11万8000社をピークに急激に減少する。
そして，1998年から2003年までの間に，国有企業数は6万5000社から3万4000社に減少してき
た2）。そこで，全国各地の国有企業を株式化制度に転換する動きが本格的に始まった。
　2003年10月に開催された中国共産党第16回3次会議3）で可決された「社会主義市場経済体制の
完善に関する若干の問題についての決定」では，「積極的に多種多様な公有制の具現する方法を推
し進めることにより，国有経済の構造調整と国有資産の再編を推進する。経済の市場化の趨勢に伴
って，公有制経済の活性化を求め，国有資本，集団資本および非公有資本が参入する混合所有制経
済を大きく発展させ，投資主体の多元化を通じて，株式化制度を公有制の主要な具現方式である」
と表明している。
　また，中国政府は既存の「中華人民共和国中外合資経営企業法」（1979年7月公布，1990年4月
と2001年3月にそれぞれ改正）に加えて，「国有企業の改組にあたって外国資本を利用する臨時規
定」，「国内企業に対する外国企業のM＆Aに関する臨時規定」を公布した。国有資産監督管理委
員会は今後，国有財産権や国有物権の譲渡などの形で多種多様な外国の投資者を誘致し，特に技術
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　管理・資金などの面において優位のある多国籍企業を国有企業の再編に導入し，外資によるM
＆Aを通じて，国有企業の体質と経営効率の向上を図ることに取り組むことになった。
　以上のように，中国における国有企業改革は経済活動上の重要な課題として位置づけられた。国
有企業の株式化改組，法人管理制度の確立，国有企業に対する監督・管理メカニズムの構築等「現
代企業制度」の確立と整備が加速されることになった。
　国有企業の株式化制度は企業形態によって，以下のような特徴がみられる。中小国有企業は直接
に完全民営化を実施することが多い。一方大型国有企業は，まず国有企業を株式会社に改組する。
この時点では政府が資本の全部もしくは過半数を所有しているか，あるいは筆頭出資者となり，政
府が主体となる「半民営化」の段階である。
　今後は政府の持分を全部もしくは大部分を売却し，民間が主体となり資本を支配する完全民営化
を実現する方向にある。
②国有企業におけるコーポレート・ガバナンスの構築
　1980年代以降，コーポレート・ガバナンスをめぐる議論はアメリカ，EU，日本等において展開
されることになった。例えば，日本において，企業の不祥事や総会屋への利益供与など社会問題化
し，株主総会の形骸化が指摘され，「企業は誰のものか」，「企業を支配するのは誰か」等の企業の
あり方を問うコーポレート・ガバナンス論が展開された。
　中国において「現代企業制度の確立」が打出されて以降，株式化制度は国有企業の改革の方向性
として明確になり，近代的な株式化制度の法人統治機構は市場経済移行期における国有企業の新し
い統治システム構築の目標として掲げられた。その基本的制度は1994年11月14日に施行された
「中華人民共和国会社法」（以下，「会社法」と略す）によって明確に規定されていた。「会社法」が
公布されたことにより，国有企業は有限会社か株式会社へと転換することになり，特殊業種や重要
製品を生産する国有企業は国有独資会社に転換された。
　やがて，1999年9月に開かれた中国共産党第15回4次会議における「中共中央の国有企業改革
と発展の若干の重要問題に関する決定」の公布により，コーポレート・ガバナンスを「公司治理結
構」という表現で初めて公式に使用されることになった。コーポレート・ガバナンスが問題になる
背景は，国有企業の株式化制度の導入に伴い，経営者への監督・統制システムの欠如及びイソサ・イ
ダー・コソトロール4）の問題の発生などが考えられる。
　国有企業における株式会社制度の導入により明確になったコーポレート・ガバナンス構造は概ね
2つに分類される。1つは行政主導のコーポレート・ガバナンスであり，従来の国有企業の統治構
造とほぼ変わらない。企業の経営者が上級行政部門に任命され，行政部門の企業への生産・人事等
に関する意思決定の関与が強い。他の1つは，長年の「拡権譲利」5）の改革により，企業内部の経
営管理や人事に関する意思決定権は経営者に集中してきた結果，経営者の権限が拡大し，事実上経
営者支配になり，株主は形ばかりの存在となった。そのため，企業のトップが取締役会・経営者・
共産党委員会の長を兼任し，意思決定機能，執行機能及び監査機能が一体になることにより，企業
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の統制機能が働かなくなり，経営者の短期的利益追求志向，国有資産の私物化に現れ，イソサイダ
ー・ Rントロールの出現である。
　中国におけるインサイダー・コソトロールには次のような現象がみられる。一つは国有企業の経
営者が従業員と利益共同体を形成し，国有資産を略奪する。すなわち，企業において個人の収入の
増大を図る傾向が強くなり，利益の配分は従業員に有利になりつつある。例えば，企業が赤字経営
に陥っても，経営者は銀行融資で従業員の賃金やボーナスを支給する。もう一つの例としては，企
業の株式化への移行過程において，一部の企業では国有資産を無償で企業株とし，さらに企業株を
安価にもしくは無償で従業員持ち株に転換するケースがある。もう1つ典型例としては，国有企
業の経営者が一部の政府幹部と結託し，収益性の高い部門を株式子会社として分社化して，そこに
優良資産と生産的労働老を移転させ，損失を出した親会社は国家の救済に任せるという場合もある。
　このように，株式化制度の導入による国有企業の支配構造の変化として，政府が出資機能を，企
業が支配機能をそれぞれ果たすことになった点がある。企業支配機能を果たす経営者は政府に任命
され，経営権を行使する。だが，専門経営者の不在や，経営者を動機づけるイソセンティブの欠
如，及び経営者を監視・統制するためのシステムの不備により，イソサ・イダー・コソトロールや国
有資産の私物化など，いわゆる経営者のモラル・ハザード現象が起こっている。
　一方，企業管理における株主総会，取締役会，監査役会という「新三会」と党委員会，労働組合，
従業員大会という「旧三会」の関係が調整されないままでは意思決定の主体があいまいになり，責
任の所在が不明確になるといった状況を招いている。
　今後，国有企業におけるコーポレート・ガバナンスを構築するには，企業と政府の分離を実現す
ると同時に，意思決定主体を明確にし，専門経営者の育成が期待されている。
（2）国有企業における企業経営の課題
①新たな経営管理システム
　1978年から実施された国有企業における経営自主権の拡大，所有と経営の分離等の政策は一定
の成果をあげたものの，「政府と企業の分離」が解消されなかった。当時国有企業の効率低下の原
因が政府による所有と経営の一元化にあり，所有と経営を切り離せば企業の自主権が拡大し，効率
の向上につながると思われていた。だが，政府と企業の分離はできなかった。と同時に国有資産流
失の問題が深刻化した。そこで，国有企業は所有権，経営権，さらに財産権を明確にする改革を始
めることになった。
　その後，中国政府は国有企業における株式化制度の導入，現代企業制度の確立を目指し，「産権
明晰，責権明確，政企分開，管理科学」というスローガンを打出した。すなわち，これらは財産権
関係を明らかにし，責任と権限を明確に決定し，政府と企業を分離させ，科学による管理の導入を
意味している。このように，国有企業は所有権，経営権，財産権を明確にし，経営改革を行い，現
代的な経営体としての組織構造が形成しつつある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－177　一
　従来国有企業は，国家行政の強い統制管理のもとに置かれてきた。生産と経営資源の配分に関わ
る権限はほぼ完全に国家行政に集中していた。とりわけ改革・開放政策が導入されるまでの政治優
先のもとで，「党委一元指導体制」が敷かれ，党委員会の影響力が非常に強かった。党委員会書記
が工場長よりも，上位に位置づけられてきた。すなわち，党委員会書記が企業の最高責任者として
経営の実権を握って，生産・人事等に関わる意思決定を行ってきた。一方，工場長を中心とする経
営陣は単なる執行機関に過ぎず，いわゆる「政企混在」の状態が続いてきた。
　1978年から1994年の間に3回にわたり，中国政府が14項目の経営自主権を企業に委譲した。そ
れは①生産・管理の意思決定権，②製品・サービスの価額決定権，③製品販売権，④資材購入権，
⑤輸出入権，⑥投資に関する決定権，⑦留保資金の処分権，⑧資産処分権，⑨提携・吸収合併権，
⑩労働雇用権，⑪人事管理権，⑫賃金・奨励金分配権，⑬内部機構設置権，及び⑭割当拒否権であ
る。
　その後，経済責任制や下請け経営責任制が導入され，それらの諸施策は企業経営権を企業へ委譲
することを意味している。
　さらに，市場への適応に成功した少数の企業は，企業経営上の権限を行政から離して経営者の手
に移し始めた。一方，産業政策あるいは国家戦略上重要なごく少数の企業に関しては，政府の関与
が未だ多くみられる。
　以上のように，国有企業は所有権と経営権の分離や財産権の確立等により，企業組織を形成させ
る過程にあるといえる。また企業経営自主権の拡大から，経営責任制等一連の制度が導入され，企
業経営の権限は政府から国有企業へ委譲されつつある。
②企業経営上の課題
　従来国有企業は計画経済体制の下で，行政機関の付属単位として存在し，生産・販売・労働力な
どに関わる経営管理はすべて政府の計画によって行われてきた。
　しかし，改革・開放政策や市場経済化政策の導入，さらにWTOへの加盟により，国有企業を
取り巻く環境が急速に変化することになった。市場開放，グローバリゼーションの進展は，多くの
国有企業が激しさを増す競争に耐え切れず，経営はさらに悪化の一途をたどり，企業構造改組によ
る余瑚人員の削減が行われた。その結果，国有企業に融資している国有銀行が抱える不良債権の問
題も深刻化している。
　他方，市場経済化政策の導入以降，外資系企業，郷鎮企業，民営企業等の非国有部門が発展して
きた。特に，近年，国有企業の経営不振とは対照的に非国有企業が飛躍的に発展を遂げ，労働力に
対する需要が一層増してきた。また国有企業における労働力管理に関する一連の改革によって，労
働力に関する規制が緩和され，労働力の流動化がみられた。
　都市部における国有企業の従業員は，外資系企業，民営企業等非国有企業への労働力の移動が発
生している。国有企業の従業員数は1985年から1995年まで増加したが，1995年の11，261万人をピ
ークに，その後は急速に減少している。それに対して，外資系企業，私営企業等は1990年代以
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表1　都市部就業人口構成の推移
（単位：万人）
年　度 国有企業 集団企業 外資系驕@業
香港・マカオ
@台湾系企業 私営企業 個人経営
その他
驪ﾆ
1985年 8，990 3，324 6 一 一 450 38
1990年 10，346 3，549 62 4 57 614 96
1995年 11，261 3，147 241 272 485 1，560 370
2000年 8，102 1，499 332 310 1，268 2，136 1，341
2001年 7，640 1，291 345 326 1，527 2，131 1，522
2002年 7，163 1，122 391 367 1，999 2，269 1，827
注）　その他企業は株式合作企業，合同経営企業，国有単独投資公司，株式会社を指す。
出所：国家統計局r中国統計年鑑』，2003年，123頁。
降，従業員数が急速に伸びている（表1参照）。
　以上，国有企業を取り巻く経営環境が変化していく中で，国有企業は今後ともに熾烈な競争に直
面し，株式化改組を推進していくと同時に，またグローバリゼーションの動向に適応するために，
経営課題を明確にしておかなければならない。
　国有企業の経営課題を考えるにあたっては，取り組まねばならぬ重要なポイソトを確認し，それ
らを整理しておく必要がある。
　a．国有企業を株式会社に転換することにより，経営体として，専門経営者・管理職の育成に取
　　　り組む必要がある。
??
d．
??
経済発展，産業構造の変化にともない，労働者，技術者，高級技術者の不足6）が顕著である。
国際競争の激化により創造的能力の開発・ハイタレソトマンパワーの需要への対応と経営の
国際化への対応がある。
労働者，特に若年労働者の価値観の変化によりモラールの維持向上のための新たな人事管理
の必要性が拡大している。
労働者移動増大にともなう定着対策の必要性がある。
経済発展，生活水準の向上により，都市部における進学率が高まり，労働力の質の向上に取
り組むニーズが顕在化している。
　以上のポイントから，国有企業は市場開放とグローパリゼーショソの進展に対応しうる企業経営
を展開するにあたり，人事管理領域においては，労働力不足への対応，人的資源の開発，管理者等
の重点人材の育成・確保等があげられる。それらは個別企業内での経営システム再編成と整備に取
り組むべき緊急の課題になっている。
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2．　中国国有企業における人事管理制度改革の現状
（1）国有企業における人事管理制度の改革
①人事管理理念の変化
　従来，国有企業の人事管理は一度採用されれば，解雇されることなく，「鉄の飯碗」（一生食いは
ぐれない雇用の保障）といわれる「終身雇用制度」である。一般に従業員は一度配置された職場で，
一生働くが，国有企業は人事管理上の意思決定権を持っていないため，「平等主義」に基づいて，
働いても働かなくても同じ賃金を支給していた。
　国有企業は従来政府の統一配分に基づいて，労働者を採用し，企業は自由に労働者を解雇するこ
とができなかった。採用された従業員は「幹部」と「工人」という身分によって配置，賃金，教育
訓練等の管理活動が行われていた。また，国有企業の人事管理は行政機関の人事管理制度と同様の
制度が採用されていたため，国有企業の人事管理は官僚主義が強く，権限は工場長あるいは党委員
会の書記に集中していた。従業員は上司の命令に従い従事し，自主性と積極性は必要としなかっ
た。その結果，いわゆる人間疎外が生じ，人を職務に適応させるという人間観であった。したがっ
て，国有企業における従業員の勤労意欲の欠如，モチベーションの低さは国有企業の人事管理シス
テムと密接な関係がある。
　1980年以降，国有企業の人事管理制度は政治改革にともない，幹部招聰制度や労働契約制の導
入，賃金制度改革などが実施された。これらの狙いは国有企業に競争システムを取り入れ，「平等
主義」から能力主義へと転換させるためであった。中国の能力主義管理は，幹部制度の改革から始
まり，国有企業の人事管理にも大きな影響を与えている。能力主義管理とは，「革命化，若年化，
知識化，専門化」の原則に基づいて，年齢，慣習等を問わず，能力のある人材の選抜を行い，人事
制度の改革がなされた。しかし，国有企業の能力主義管理は年功・学歴等といった属人的要素を重
視し，それに基づく採用・配置・賃金・昇進などの管理活動が行われている。
　グローバリゼーショソの進展，国有企業を取り巻く経営環境の急速に変化した中で，属人的要素
に重点を置く従来の人事管理制度では，従業員の職務遂行能力を公正に評価し，個々人の勤労意
欲，モチベーションをかきたてることに無理がみられる。そこで，中国においての能力主義管理を
より深く理解するために，かつて日本企業が導入した能力主義管理の目的，特徴との相違を比較す
る必要がある。
　日本における能力主義管理は日本経営者団体連盟（現日本経済団体連合会）が，1968年に提起
した人事管理の理念であり，それは「企業における経済合理性と人間尊重の調和」におかれていた。
企業における人間尊重とは「業務の上から考える限り，従業員の職務遂行能力を発見し，十二分に
開発し，かつ発揮する機会と場所と環境を与え，またそれに応じて処遇することであり，能力主義
管理の実践に他ならない」という認識であった7）。
　また経営環境の変化に対応して，「従業員の職務遂行能力を発見し，より一層開発し，さらによ
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り一層有効に活用することによって労働効率を高める，いわゆる少数精鋭主義を追求する人事労務
管理の対策」であり，それにより生産性の向上，新技術・新製品・新市場開発の効率を高め，企業
の競争力を強化することによって，企業ならびに従業員の繁栄を確保することを能力主義管理の目
的とした8）。
　以上は日本企業の能力主義管理の理念と導入された目的である。ここでは，中国国有企業におけ
る能力主義管理は原則が示されているが（前述），具体的な施策の提示はなされていない。今後国
有企業はグローバリゼーションに対応しうる人事管理を改革するにあたり，新たな理念を確立する
ことが必要不可欠であり，それは日本企業の能力主義管理がその方向性を示唆している。
②人事管理から人的資源管理への転換
　従来国有企業の経営管理は国家行政の計画のもとで行われ，人事管理活動は政府の計画によって
従業員の採用・賃金管理等が行われていた。したがって，国有企業は経営計画や人員計画も策定さ
れておらず，従業員に対する系統的・計画的な教育訓練や人材育成のためのプログラムが整備され
ていない，かつ労働力の活用や能力を引き出すための施策はほとんど実施されていなかった。すな
わち，国有企業では人事管理体系が整備されていなかったといえる。
　改革・開放政策が導入されて以降，さらに市場経済化の実施により，国有企業は外資系企業と民
営企業との激しい競争の中で，業績は悪化する一方であった。その原因には様々な点をあげること
が出来るが，国有企業の経営方針，経営管理，そして人事管理は国（政府）主導で行われており，
個別企業には管理活動上の権限は与えられていなかったことが最大の原因であったといえる。国有
企業においては従業員も全て政府によって配分され，企業の情況に見合った採用活動が行われるこ
となく，また賃金についても，企業の業績に関わらず政府によって決められていたことなど業績悪
化の原因が挙げられる。とりわけ経営幹部は経営能力の有無に関わらず，上級主管部門の任命によ
って選出されることが，企業経営や人事管理に大きな影響を与えた。
　以上のように，従来の人事管理制度は特に市場経済化，グローバリゼーショソが進展している現
代社会に対応できず，経営環境に相応しい人事管理制度の見直しを求められていた。従来，人事管
理は幹部管理もしくは幹部人事管理としてとらえられており，労働者の管理は労働管理ととらえて
いた。しかし，時代の潮流に対応して，1990年代以降，人的資源管理の概念が導入されることに
なった。
　人事管理から人的資源管理への転換の過程において，以下のような取り組みがみられる。まず，
人事管理に大きく変化をもたらしたのは1995年に「中華人民共和国労働法」（以下，「労働法」と
略す）の施行であった。「労働法」は企業と従業員との労働契約，労働時間，賃金及び労働組合な
どについて規定し，従来の労働制度をあらため，市場経済体制に相応しい労働関係の規範化を目指
すものであり，労働者の権利を守ることを意味している。
　一方，養老年金，医療保険，失業保険，工傷保険（労災）などの社会保障制度も整備されつつあ
り，従来の国有企業は経済的機能，政治的機能，社会的機能という3つの役割を担っていたが，
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社会的機能がこれによって見直されることになった。
　また，人事管理の改革を促す要因には次のような側面がある。第一に，国有企業の人事管理は国
有企業の改革にともない推進されてきたが，国有企業の株式化改組は企業内部の組織構造に変化を
もたらし，それに対応しうる人事制度の導入を促すことになる。例えば，政府は経営幹部の選出を
人事管理における重要な改革として位置づけており，これからの狙いは上級部門の任命することと
有能な人材を外部から招聰することによって，経営幹部を監督し，モチベーショソ管理システムを
構築する。したがって，国有企業の人事管理は国有企業を取り巻く経営環境の市場化及びその外部
からの圧力によって改革され，より市場経済に適応する管理制度を確立していくことを目指してい
る。
　第二に，中国市場に事業展開している外資系企業は，中国市場及び国有企業に大きな影響を与え
てきた。外資系企業は資本，先進技術，経営ノウハウ等を活用し，企業間競争，グローバル化への
対応努力をすると同時に，国有企業の人事管理制度にも影響を与えている。企業間において人材獲
得の競争が繰り広げられている状況から，国有企業にとっては，いかに有能な労働力（人材）を確
保するかが課題となっている。
　外資系企業の市場参入によって，国有企業は様々な経験・学習をする契機になっている。国有企
業の人事管理はグローバル化した市場経済に適応できず，アメリカ，日本等の先進諸国の管理手法
が次々と導入された。例えば，行動科学的手法，企業文化の構築によって従業員のモチベーション
を向上，最高経営者層を対象にした持株制度，ストック・オプション制度等が導入されることにな
った。
　このような制度の実施について検討すべき課題も少なくない。例えば，提案制度を導入した国有
企業（国有持株企業9）を含む）は58．4％を占め，実施予定の国有企業は10．9％と，準備中の国有企
業は10．4％であり，導入されていないのは20．2％となっている。そのうち，制度導入したが制度が
機能していない国有企業は26．7％とあり，実に実施予定を含め約60％近くの企業において提案制度
が機能していない状況にある10）。
　また，最高経営者層を対象にした持株制度，ストック・オプショソ制度等の導入は，国有企業
（国有持株企業を含む）の18．8％，集団企業32．1％，株式会社及び有限会社38％，私営企業32％の
比率であり，外資系企業及び香港・マカオ・台湾系企業が25．9％を占めている11）。
　このように，国有企業における提案制度，持株制度，ストック・オプション制度等の定着率は未
だ十分とは言えないが，持株制度，ストック・オプショソ制度を通じて，経営者の所得を向上さ
せ，経営者の間に競争原理を導入しようとしていることがうかがえる。
　一方，経営者と従業員との所得格差により階層格差が形成されつつあり，さらに所得格差が広が
る傾向にある。したがって，国有企業では従業員や管理老が少しでも収入の多い企業へ転職するケ
ースがみられる。しかし，経営者と従業員のモチベーショソ高揚に，このような経済的刺激は確か
に一時的には効果を発揮するものの，持続性という点では限界がある。
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　以上，国有企業は様々な施策を導入してはいるものの，人的資源管理体系が整備されていない状
況にあり，施策が有効に機能しない状況にあるといえる。当面の課題は，新たな人事制度及び施策
を導入するにあたっては，人的資源管理制度全体の仕組みを整備することが前提条件になるといえ
る。
（2）国有企業における人事管理の新たな問題点
①人事管理における学歴・年功の重視
　WTO加盟後の国有企業を取り巻く環境は大きく変化し，規制は緩和され，外資系企業の国内市
場への参入が増加し，さらに国有企業の海外事業展開も行われるようになった。その結果，国有企
業には様々な問題点が表面化している。
　前述の通り，国有企業は現代中国建国以来の計画経済体制のもとで，行政機関と同様の人事管理
を行ってきた。能力主義とは言うものの従業員の評価は能力よりも，学歴・勤続年数等を基盤にし
た人事評価である。したがって国有企業では従業員の採用・配置管理面において，思想，出自を過
度に重視することが多々みられる。
　一例として，従業員の採用にあたり，学歴あるいは学校の成績表のみを重視し，職務適性や職務
遂行能力等を軽視する傾向がある。入社後に仕事に必要とされる職務能力と従業員の保有する能力
とのギャップが生じ，自分の能力を発揮できず，いわゆる職場に不適応を生じ，退職する従業員も
少なくない。このような主観的評価が入りやすい人事管理では，個々の能力を引き出し，優秀な人
材を発見・育成することの妨げになる。
　さらに個々人の職務能力が公正に評価されない事により，従業員間に不満が生じやすく，職場内
の協調性がなく，チームワークの障害になり，退職者がでてくる。実際，国有企業を退職する人の
多くは，昇進，能力発揮の機会などが問題であると考えられる。
　例えば，政府人事部の2004年度の新入社員に関する調査によると，就職先を選択する時，非国
有企業（私営企業，香港・マカオ・台湾系企業，外資系企業等）を選ぶ老が52．3％と一番多く，国
有企業（集団企業を含む）は24．0％，事業単位は19．8％，各級共産党・行政機関の3．9％となって
いる12）。調査データから労働者は国有企業よりも非国有企業を志向しているといえる。
　その要因の1つは人事管理制度の違いにあると考えられる。中国市場で事業展開している外資
系企業のうち，特にヨーロヅパ系企業やアメリカ系企業がいち早く成果・業績に基づく評価制度を
導入し，系統的・計画的な人事管理制度を展開しているため，国有企業に勤務しているのは中高年
労働者，外資系企業に勤務しているのは若年労働者の比率が高くなり，特に優秀な人材が外資系企
業に移動していると思われる。
　国有企業がグローバル化に対応しうる人事管理を展開する中で，顕在化された能力，実績を踏ま
えた評価のあり方を考え，個々人の能力・個性・意識・価値観を尊重した制度の仕組みを考える必
要がある。
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②専門経営者・管理者の育成
　従来国有企業は行政の付属機関として存在していたため，経営者や管理者は上級機関の計画に基
づいて，生産・販売を行い，また国家の統一配分によって，労働力管理を行っていた。したがっ
て，国有企業の経営者や管理者は経営管理に必要とされる知識やマネジメント能力を備えていなく
ても，政府に任命されれば企業の管理職に就任することができた。また国有企業は業績が悪化すれ
ば，最終的には行政による救済を期待することができた。
　さらに経営者は官僚と同様に行政ランク13）付けされていた。それは経営者でありながら官僚同
様の意識による意思決定の遅れ，企業経営が悪化しても責任を取ることなく，職場を変えて逆に昇
進する行政上の「幹部終身制」による無責任体制，経営者の非専門化等の問題がみられた。
　改革・開放政策後，国有企業改革の進展にともない，経営者に関する様々な研究がなされ，例え
ば，1997年に「中国企業家調査機構」は国有企業経営者の構成，学歴，価値観，人生の目標等に
ついての調査を実施し，r中国企業家診断』と題する報告書を刊行している。それによると，経営
者の優劣は国有企業改革の成否の鍵となり，それにともなう経営者のモチベーションの高揚は欠か
せない条件であり，さらに有効な統制は経営者育成の重要な条件であるとしている。
　一方，未だに政府による国有企業の経営老への人事関与が多々みられる。例えば，国有企業の最
高経営者層は競争システムによる人材の選出がなされねばならないが，依然として政府による任命
が多い状況にある。国有企業（国有持株企業を含む），集団企業，私営企業，株式会社及び有限会
社，外資系企業・香港・マカオ・台湾系企業等のうち，政府による最高経営者層の選出が最も多い
のは国有企業である（表2参照）。国有企業の人事管理への政府の関与は，企業内部の優秀な人材
を選抜・育成することの妨げになっており，円滑な人事管理活動が行う障害となっている。
　国有企業は株式化改組が行われている過程において，経営者を動機づけるインセンティブの欠如
及び経営老を監視・統制するためのシステムの不備により，インサイダー・コントロールや国有資
産の私物化などが生じ，経営者の倫理が問われている点は重要である。計画経済体制から市場経済
体制への転換期において，企業改革を成功に導く鍵は経営者自身が自己の職能や役割について十分
に認識し，さらにそれに基づいてリーダーシップの発揮が求められている。したがって，国有企業
表2　最高経営者層の選出方法
（単位：％）
国有及び国
L持株企業 集団企業
株式会社及
ﾑ有限会社 私営企業
外資系企業・
″`・マカオ
@台湾系企業
その他
1．上級あるいは業種主管機構任命 70．4 42．3 17．2 13．2 22．2 50．7
2．取締役会による内部選出 27．0 34．6 64．6 43．5 48．0 36．0
3．外部招聴 2．0 19．2 15．7 36．6 26．1 10．7
4．その他 0．6 3．8 2．5 6．8 3．6 2．7
出所：林澤炎『転型中国企業人力資源管理』中国労働社会保障出版社，2004年，160頁。
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は組織構造の再編や企業統治の構築を進めると同時に，専門経営者の育成にも早急に取り組まなけ
ればならない状況にある。
　市場経済化の政策が導入された1990年代後半より，国有企業の経営者，管理老の意識変革及び
ビジネス能力等に問題点があると指摘されてきた。改革・開放政策後，国有企業の経営者や管理者
の多くは未だ意識改革がなされていないままであり，市場経済化に適応しうるビジネス能力を習得
していない状況にある。
　例えば，市場経済化やグローバリゼーショソが急速に進展し，国有企業人事管理部門の多くの管
理者でさえ，企業経営における人事管理制度の重要性を理解していないといわれる。その結果，人
事管理は従来と同様の管理活動を行うにとどまっており，企業の経営目標と経営戦略に相応しい人
員計画や教育訓練プログラム等といった系統的・計画的な人材育成プログラムが行われていない状
態である。
　また中国企業（国有企業，民営企業）における人事管理部門の管理者を対象とした調査によれ
ば，人事部門の業務を人事戦略として位置づけていると回答した割合は僅か13．2％にとどまってお
り，他の部署の管理者の割合は8％に過ぎない。さらに，人事管理が企業と従業員の発展に積極的
に機能を果たしているとの回答は35．8％にとどまっている14）。この様に，国有企業の経営者は人事
管理に対する意識や理念，人事管理部門の管理者自身の素質，知識等の要因によるものと考えられ
る。したがって，国有企業の経営者や管理者の意識，知識等により，国有企業全体の人事管理に対
する認識の低さと位置づけの低下をもたらしている。
　グローバリゼーショソや市場経済化の進展により，海爾集団や聯想集団といった公有企業は東南
アジア，日本，アメリカ，ヨーロッパ等を中心に海外事業を展開している。こうした動きは国有企
業が本格的に国際化戦略を展開する兆候であり，国有企業はグローバル化に適応した経営管理を展
開する能力を問われ，国有企業の経営者や管理者の高度なマネジメント能力が求められている。
　以上，グローバリゼーショソの進展に対応して海外事業を展開する企業において，あるいは国内
での事業展開をする企業においても，労働生産性を向上させ，国際競争力を高めなければならない
状況にあるのが中国社会の現状である。それには，労働力，人材の育成・確保が従来以上に重要な
課題になる。とりわけ，海外事業を展開する企業においては，本社から派遣される最高経営者層，
管理者等の育成がますます重要な課題になっているといえる。
3．期待される課題解決への取り組みとその方向性
（1）国有企業の人事制度再編成への取り組み
①能力主義管理導入の必要性
　学歴・年齢等の属人的要素を基盤とした人事管理が適応していた時代は，社会の変化が緩やかで
あった。学校・研修で習得した知識，技彷等を活用できる時間も比較的長期間にわたっていたとい
える。
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　また，中国は1978年改革・開放政策の導入直後，義務教育の未整備，高学歴者の不足等によ
り，国全体の教育水準は低く，労働者の質が深刻な問題であった。中国における大学教育は一般大
衆を対象した普及教育ではなく，一種のエリート教育であり，そのエリートと称される大学生の数
が少なかった。したがって，学歴による評価は当時の社会経済に整合し，効果があったといえる。
　だが，改革・開放政策が始まってから27年を経た今日，経済発展を遂げ，生活水準が向上し，
義務教育の定着と高等教育の拡大により，都市部における教育水準は向上し，大学卒業生は増加し
た。1999年度の中国の大学数は1942校であり，そのうち一般大学1071校と社会人大学871校であ
る。同年，大学の在籍学生数は719万人であり，そのうち一般大学に在籍している学生数が413．4
万人で，社会人大学に在籍している学生数が306万人である。また一般大学の卒業生数が85万人
で，社会人大学の卒業生数が89万人である。
　一方，2002年度大学に在籍している学生数は1462．6万人であり，そのうち，一般大学の在籍学
生数が903．4万人，社会人大学に在籍している学生数559．2万人である。また一般大学の卒業生は
133．7万人15）である。このように，近年，都市部における高学歴者が大きく増加し，それにより労
働力の質は大きく向上したといえる。
　他方，情報社会，グローバリゼーションの進展により，社会変化が速く，学校・研修等で習得し
た知識，技術等が活用できる時間が日々短縮される状況にある。現代社会は単純に学歴・年齢・経
験年数を重視する処遇の方法は，公平な評価として，あるいは組織活性化を刷新するための評価と
しては限界がある。
　例えば，国有企業は幹部招聰制度を導入し，一般公開で経営幹部を公募するなど，有能な人材を
社内のみならず，社外からも採用している。しかし，真の意味での能力主義管理を導入せず，従来
通りの属人的要素に基づく人事システムでは，選抜された人材が能力を発揮できず，有能な人材を
確保・定着させることができないといえる。
　幹部招聰制度は単に外部から有能な人材を投入したに過ぎず，根本的な人事管理の改革が行われ
たとはいえない。また，国有企業が現存の人的資源を発掘・活用するためにも，学歴・年齢にとら
われることなく，職務能力を基準にした人事評価の工夫が必要である。
　国有企業においても他の民間企業と同様に，社会変化の激しい今日，労働生産性や競争力を向上
させるため，組織活性化あるいは人材の育成・確保が不可欠である。したがって，真の意味での能
力主義管理を取り入れ，人材の有効活用，個々の従業員の能力開発の機会をつくり，個々人が具備
する潜在能力を顕在化させる機会を作らなければなるまい。
　さらに，価値観が多様化し，高学歴者が増加しつつある今日において，働く人たちの意識を踏ま
えて，個々人の能力・個性・意識・価値観を尊重した，能力尊重主義に基づくシステムづくりを考
える必要がある16）。
②経営者・管理職の育成への取り組みの必要性
　企業の経営戦略の展開，経営風土の改革，企業文化の構築，あるいは経営変革を成功へ導く最大
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の要因は経営者が発揮すべきビジネス・リーダーシップであると言われている。経営者がビジネス
・リーダーシップを発揮するためには，経営者自身が自己の職能について十分に認識し，職能の遂
行が円滑になされていることが前提条件である17）。
　中国は，文化大革命の時期（1966年～1976年）に10年間大学を閉鎖したため，この世代の管理
者は正規の高等教育を受ける機会がなかった。つまり，40歳代後半から50歳代全般の世代が，基
礎教育が不十分な状況にあると思われる。要するに中国企業においては，管理者から経営者レペル
に相当する世代の能力開発のニーズが極めて高いといえる。
　また，国有企業の経営者や管理職は従来，計画経済体制の下で，政府の計画に基づき管理活動を
行っていたため，近代的組織に対する知識が不足をしている。株式化改組の過程における経営改革
推進者としての管理者の役割は極めて重要であるという認識が企業の経営者及び管理者に徹底して
いなければならない18）。
　転換期における国有企業の経営老及び管理者は企業改革を展開するにあたり，伝統的なビジネス
　スタイルによる管理活動とは異なり，現代社会に対する理解，現代社会におけるビジネスのあり
方に対する理解が必要となる。それを踏まえて，経営者及び管理者は職能や役割を遂行してゆかね
ばならない。
　例えば，一般論としての株式会社の経営者（top　management）の職能を整理すると，経営者と
は，「事業の経営」，「人間及び物的資源から生産的な企業をつくりあげること一経営担当者を管理
する機能一」，「働く人間及びその仕事の管理である」としている。ドラッカー（Drucker，　P．　F．）
が指摘している，さらに，Slin，　W．，　Cooper，　A．らの指摘した経営者の具備すべき資質として，　a健
康と活力，b．一般的・管理的知識，　c．独創的判断・決定，　d．道徳的特性等がある。
　このように，経営者がリーダシップを発揮するためには，リーダーとしての知識仕事，役割を
認識していなければならない。これらの諸々の資質，能力を発揮してこそ，経営者としての職能の
遂行，役割の遂行になるといえる19）。
　また，管理職（middle　management）の役割を，その業務遂行過程・管理過程から分類すると，
企業行動理念　トップ・マネジメソトの考えを踏まえて，担当部門の戦略目標を策定し，その実行
計画の策定と，戦略行動展開の状況を，トップに対して適時適切に報告する。また，トップ・マネ
ジメントの意思決定を積極的に補佐する。部下・メンバーの能力，業績の公正適切な評価と動機づ
け，部下・メンバーの能力開発，代行者の育成を積極的に行う，等々をあげることができる20）。
　以上を踏まえて，企業改革は経営者及び管理者が強力なリーダーシップを発揮してこそ達成する
ことが可能な活動であることを経営者及び管理者自身が認知することが重要である21）。また，国
有企業の改革において，強力なリーダーシップの発揮を期待される経営者及び管理者は，経営者及
び管理者として具備すべき知識，常識，教養を備えていなければならない。さらに，市場経済化，
グローバリゼーションを視野に入れ，ただ単に経営管理の知識を持っているという段階から脱皮
し，知識情報を活用して管理活動が展開できる「戦略型管理者」であることが期待されている22）。
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（2）今後の方向性
①グローバリゼーションに対応しての人事管理制度の再構築
　中国は改革・開放政策により，1990年代以降は極端な物不足の時代が終わったが，国内市場に
おける外資系企業，民営企業等の発展とともに，企業は単なる製品の生産，販売の段階から，消費
者ニーズ，時代の潮流に見合った経営戦略の展開，時代に対応した経営理念の確立を求められてい
る。
　国有企業においてもグローバル化の進展する社会に対応した社会での発想，企業経営の姿勢が要
求されている。それにともなう時代にふさわしい人事管理を構築しなければならないであろう。
　人事管理を構築するにあたっては，グローバル化する企業の動向を分析し，それに迅速に対応す
るシステムを如何に構築するかという視点である。それゆえに，現代社会でのビジネスのあり方，
新しい知識，技術を取り入れるとともに，自国の文化，風土を踏まえてのモチベーションの感じら
れるシステムを構築することが重要である。
　例えば，家電産業や情報通信機器の国有企業はOEMとEMS（Electronics　Manufacturing　Ser－
vice：電子機器の受託生産）によって受託生産型ビジネスが主流になっている。国内で生産した製
品を外資系企業の販売ルートを通じて，海外市場に向けて販売する。海外市場においての生産，販
売，海外法人においての研究開発，生産，販売を行う。これらの発展段階に対応しての戦略の策
定，管理システムの導入，人事管理活動等を構築するための戦略が必要である。
　現代社会における人事管理活動は従来の労働力管理的な視点からの管理活動ではなく，労働力を
「人的資源」としてとらえ，経営理念や経営戦略等に対応して展開される人的資源管理の理念の導
入が期待される。
　さらに，全ての国有企業は，中国国内にのみ視点をおいた経営，中国国内の基準，慣行で行動す
る時代ではなくなったという現実を直視しなければならない。したがって，国有企業は近代的な経
営組織を導入し，経営管理活動の全領域にわたり，グローバリゼーションの時代にふさわしいマネ
ジメント・システム，人的資源管理システムを構築する必要性を認識しなければならない23）。
　他方において，従来中国においては労働者や企業に関する法律が十分に整備されておらず，国有
企業の従業員は，自らの勘や経験に基づいて行動をしていたといえる。しかし，「労働法」や「会
社法」等が整備された今日，経営者及び管理者のみならず，全ての従業員は関係法令を遵守しなけ
ればならないことを認識することを求められている。そして，行動規範を遵守できる従業員教育を
徹底するための体制を整備する必要がある。
②「人間尊重」に基づく人的資源管理の展開
　ホーソン実験から始まった人間研究，人間関係研究は，周知の様に，McGregor，　D．　M．のX理
論・Y理論，Maslow，　A．　H．の欲求段階説，　Herzberg，　F．の動機づけ一衛生理論など，人間の気持
ち，感情を尊重したマネジメソトへとすすみ，「人間尊重」のマネジメントに対する支持の拡がり
があり，人的資源管理における人間観として認識されている。したがって，人的資源管理は「人間
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尊重」の理念に基づいて，雇用管理・教育訓練管理・人事考課管理・賃金管理等の諸管理活動が適
切に展開されねばならないといえる。
　中国の国有企業が現代社会に対応した人的資源管理活動を展開するとするならば，まず従来の
“仕事に人を適応させる”という思想から，「人間尊重」という理念に転換し，人的資源管理の理念
を確立しなければならないであろう。
　中国の労働者も「労働法」が公布されて以降，自由に職業を選択することができることになった。
企業レベルでは，労働者の権利が尊重されつつあるとは言うものの，戸籍制度の未解決や社会保障
制度が完備されていない状況では，労働者の職業選択の自由や労働移動の障害が除去されたとは言
えない状況である。
　また，企業レベルでは，従業員に対して人間性を重視するのではなく，伝統的な管理手法による
統制，制約での管理活動を行うことが多いといわれる。それにより，従業員は強制され受動的に企
業の規定やルールを守るが，再就職の難しさ等により，企業や上司に対して不満を感じてはいて
も，現在の職場にとどまり我慢をするしかない状況といわれる。その結果，企業に対する忠誠心を
形成することは期待できず，労働者のモチベーションを低下させてしまうであろう事は否定できな
い。国有企業が人間尊重の管理システムの整備，導入に向けて取り組みにあたっては，先ず，経営
者及び管理者が人間を理解し，従業員の欲求を考慮し，自己に与えられている職務権限の正しい行
使，管理者として遂行すべき職務を怠ることなく，役割を認識した行動をすることによって，はじ
めてやる気の高い職場が生まれることが期待できるのであり，現代的な人的資源管理を展開するこ
とが可能になる。
　例えば，国有企業の過半数は，企業の業績を従業員の目標に結びつける目標管理制度を導入して
いる。目標管理制度を導入している国有企業において，従業員は上司と共同で，あらかじめ設定し
た目標に達すれば，企業の業績に基づき，主として従業員の奨励給，昇給に反映される。目標管理
制度が人事考課制度と連動しているケースが多くみられるものの，目標管理の考え方，目標管理制
度を導入している多くの国有企業は，目標管理をノルマ管理としてとらえる傾向がうかがえる。
　しかし，周知の様に目標管理はノルマの管理ではなく，従業員のモチベーショソに関わり，能力
主義管理の施策として認識しておく必要がある。
　目標管理の過程において，個々の業務目標は，個々人が全社目標，部門目標を踏まえて，自らの
業務目標を設定し，個々人は目標達成に向けて努力するとともに，その結果に対しては自己評価の
出来る体制が，目標管理の具体的な展開になる。
　したがって，上司からの与えられた目標であったり，指示された目標ではないことが，基本的に
ノルマの管理とは異なる。また，目標遂行過程においての権限の適切な委譲と，目標達成段階にお
いての成果の測定に対して自己評価の機会が用意されている点がいわゆる伝統的な経営管理とは異
なる24）。
　一方，国有企業で取り組んでいる「目標管理」は，従業員の目標を単純に企業業績に結び付けて
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いるに過ぎず，従業員の能力を評価する際に，業績にとらわれやすく，その結果，経済的刺激によ
って従業員のモチベーションを引き出すことになる。しかし，社会経済が大きく変化し，労働者の
価値観が多様化している中で，単なる経済的刺激によってのみで，従業員のモチベーショソ，勤労
意欲を向上させることには限界がある。
　目標管理制度によって，従業員の気持ちのなかに，職場で認められているという認識能力を発
揮しているという満足感，能力，業績が公正に評価されているという満足感，安心感が醸成される
ならば，モチベーショソの高い，目標にチャソレジするという意欲のあふれた職場を作り出すこと
が期待できる25），すなわち，目標管理制度は従業員のモチベーションに密接に関わっており，能
力主義管理を具体化する施策であるととらえるべきである。
　以上を踏まえて，中国の国有企業がグローバリゼーションに対応しうる人的資源管理を構築する
には，経営者及び管理者自身が管理者行動を点検し，自分自身の経営管理の知識につい点検すると
ともに啓発努力をすべきである。人的資源管理を展開するにあたっては，伝統的な人間観でなく，
新たな人間観一「人間尊重」を確立し，今後の人的資源管理活動が正しく行われることが期待され
る。
おわりに
　本稿は，WTO加盟後における国有企業改革に重点をおき，市場経済化，グローパリゼーショソ
の進展が国有企業に与えた影響を通じて，企業経営及び人事管理制度の現状と課題の分析を試み
た。中国政府は，所有権と経営権の分離等の政策の導入で，政府と企業の関係を見直し，政府と企
業との関係が形式的意思決定機関と事実上の意思決定機関とに改めることになった。しかし，株式
会社に改組された国有持株企業でも，政府の企業への関与がみられる。なぜなら，国有資産の所有
者（株主）である政府は経済の高度成長，完全就業の実現，社会安定等の目的のために，企業の効
率を犠牲にし，政府の目標を実現させようとしている。したがって，企業の経営目標を政府の期待
目標と一致させるために，政府は企業の意思決定への干渉を図ることになる。
　また，政府の企業人事への関与により，経営者に対する監督は行政機関を通じて行われている。
すなわち，企業の上級部門が企業経営者の人事権を掌握することや企業の重大問題の決定権に関与
することによって，経営者の監督メカニズムは大いに制約されている。これにより，経営者は市場
から監督されているのでなく，行政からの監督を受けているのであり，それは幹部や経営者の不正
の温床となっている。
　さらに国有企業の組織構造が，近代的経営体組織ではなく，行政組織の慣行が強く残っているた
め，専門経営者・管理者の意識変革を遅らせる要因になっていると考えられる。その結果，国有企
業のビジネス・スタイルには行政的色彩や管理過程の不透明な問題がみられる。
　国有企業における経営者の問題点は，経営者への監督・統制システム，モチベーション管理の改
革等を行うと同時に，経営者・管理老の育成を真剣に取り組む必要がある。それによって，個別企
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業における人事管理の改革が促進される要因となり，現代的な人事管理体制の整備，システムの運
営が期待される。
　政府は公平な競争環境づくりに力を入れていくと同時に，個別企業の経営者・管理者の育成や人
材育成活動を支援する必要があり，企業・政府が連携して取り組んで行かなければならない。
　なお，個別企業が経営戦略を展開するにあたって，いかに優秀な人材の発掘・育成・確保をする
かが，企業を発展させるための要になる。したがって，国有企業においても企業に与えている様々
な環境要因を考え，そして企業に勤務している従業員の意識・価値観を踏まえての能力主義管理に
基づく人的資源管理システムを確立することが重要である。
　本稿は，転換期における国有企業の人事管理制度の現状と課題について考察したが，ここでの課
題は，WTO加盟後における企業活動のグローバル化が国有企業の人事管理に大きな影響を与えた
と考えられる点に焦点をあてての議論である。今後は国有企業の人的資源管理システムと労働者の
モチベーションを対象に研究を広げて論じることにしたい。
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